





― 地方自治体における取り組みに注目して ― 
 
宍 倉 悠 太 
 
1 はじめに 
   2 地方自治体による加害少年・被害少年の立ち直り支援施策の試み
と課題 
   3「子ども・若者育成支援推進法」と，「子ども・若者支援地域協
議会」の実態（北九州市・札幌市・横浜市の取り組みを中心に） 
   4「子ども・若者育成支援推進法」のシステムと少年保護司法シス
テムとの連結 
































































年度より各市町が運営する 16 の少年補導センター中 4 所に「非行少年立ち
直り支援センター（通称「あすくる」）」を設置して立ち直り支援を開始する
ことになった。2011（平成 23）年度現在，「あすくる」の設置数は少年補導

















































































































性別は男子が 6～7 割。女子 3～4 割であり，相談件数は警察と児相からがほ





























































































































































































































































































































1 法務省法務総合研究所『平成 23 年版 犯罪白書』204‐205 頁。 
2 前掲『平成 23 年版 犯罪白書』223 頁。 











5 2013 年 3 月現在，大津，草津，守山野洲，湖南，HAR（近江八幡），東近江，





















11 京都府は 2007（平成 19）年以降も，少年人口 1,000 人あたりの少年刑法犯検
挙人員人口比が全国ワースト 1 位～3 位の間で推移しており，少年刑法犯で検挙
された者の再犯者率も 2009（平成 21）年を除きワースト 3 位にあり，少年非行
が依然として問題となっている。 
12 2008（平成 20）年度以降も，立ち直り支援活動の結果として良好な変容を見
せた者が多く，平成 20 年度は 76%（29 人中 22 人），21 年度は 83%（12 人中 10
人），22 年度は 97%（60 人中 58 人）である。（京都府青少年課提供資料による）
13 2009（平成 21）年度からは，「コーディネーター」を「スーパーバイザー」に
名称変更。 
14 支援人数は注 12 を参照。 






16 子ども・若者育成支援推進法第 13 条において，総合相談窓口である「子ども・
若者総合相談センター」設置を，第 19 条において，「子ども・若者支援地域協議
会」設置をそれぞれ努力義務として規定している。なお，「子ども・若者支援地域
協議会」は，2012 年 4 月 1 日現在，36 の自治体に設置されている。 
http://www8.cao.go.jp/youth/suisin/hyouka/part1/k_5/pdf/s2.pdf 参照。 
17 子ども・若者育成支援推進法第 15 条に、この規定がある。 
18 北九州市・横浜市は 2008（平成 20）年度，札幌市は 2010（平成 22）年度か
ら本事業に参画した。 













































ドでは，この横浜における連携の取り組みを好例として，平成 24 年 8 月以降，少
年鑑別所の一般少年鑑別機能を応用すべく，パーソナル・サポート・サービスと
の連携の全国展開を進めているところである。 2012（平成 24）年 8 月 20 日法
務省矯正局少年矯正課長通知「少年鑑別所とパーソナル・サポート・サービス等
との相互連携強化について」参照。 














子ども・若者支援地域協議会，2012 年 1 月 21 日）参照。提言は以下のとおりで
ある。「（1）地域で子ども・若者を見守り，課題を早期発見する仕組みづくり」と
して①中学生から 40 歳未満までの子ども・若者の交流・支援の拠点としての「地
域青少年プラザ（仮称）」の全区設置，②「東部方面地域ユースプラザ」の設置，
③「より身近な居場所」の整備・拡充，④複合的な困難を抱える青少年に対する
寄り添い型支援の実施と全区展開，⑤学校，矯正・保護施設，児童養護施設等へ
の情報提供と啓発活動とアウトリーチの充実，「（2）適切な支援につなげるための
総合相談・調整」として①青少年相談センターの相談調整機能の強化と，「青少年
総合相談センター」「新・青少年交流センター」の設置，②分野別専門相談機関と
の連携強化，③若者サポートステーションの機能の充実，「（3）段階的な体験・訓
練プログラムから自立につなげる取組」として①困難を抱える 10 代後半の青少年
のための共同生活型「青少年しごと・生活塾（仮称）」の整備，②困難を抱える 20
～30 代の若者を対象とした「よこはま型若者自立塾」の専用施設整備，③農業・
漁業などを中心とした就労の場づくり，「（4）子ども・若者を支える社会の仕組み
づくり」として①地域において青少年の大人への育ちを支援し見守る環境を整備
するための「知っておきたい！子ども・若者どこでも講座（仮称）」の展開，②青
少年相談センターによる研修機能の拡充などを通じての「子ども・若者支援」を
担う人材や団体の育成，が挙げられている。 
 
 
 
 
 
